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1. 背景と目的
令和元年５月に幼児教育・保育を無償化するための改正子ども・子育て支援法が可

決・成立し、同年 10 月１日より施行された。この法改正により市町村には、子育て世

帯の経済的負担を軽減するため、認可外保育施設等を利用する保護者に対して施設等

利用給付費を支給する義務を負うこととされた。そのため、新たに施設等利用給付認

定や施設等利用給付費の支給を行う事務が生じている。 

札幌市では、施設等利用給付認定等に関する業務や施設型給付及び保育施設等への

補助金に関する業務の外部委託を行なうことにより、各区役所や子ども未来局の負担

増の抑制を図り、限られた経営資源の中で更なる業務効率化や市民サービスの向上及

び、中長期的に持続的かつ安定的なサービスを提供していくことを目指している。 

2. 業務名
令和４～６年度札幌市子ども・子育て支援事務センター（以下「事務センター」と

する。）運営事業に関する包括的業務 

3. 業務概要
施設等利用給付認定等に関する業務や施設型給付に関する業務、保育施設等への補

助金に関する業務及び事務センターの運営について、民間事業者への外部委託を行う。 

4. 契約期間
令和４年（2022 年）４月１日から令和７年（2025 年）３月 31 日まで 

5. 履行日及び履行時間
（１）履行日  

土曜日・日曜日、国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定す

る休日及び 12 月 29 日から翌年１月３日を除く。 

（２）履行時間 

午前８時 45 分から午後５時 15 分 

※ 繁忙期等の業務履行上、時間延長が必要な場合は、札幌市と受託者が協議の

うえ延長する。 

6. 履行場所
  受託者の負担において札幌市内に確保すること。なお、確保に当たっては履行場所

と札幌市子ども未来局間の移動に利便性を欠くことのないよう、大通バスセンタービ

ルの徒歩圏内、もしくは、札幌市営地下鉄の沿線にするなど配慮すること。また、受

託者は履行場所を確保した際は下記の内容がわかるレイアウト図を本市に提出するこ

と。また、レイアウトに変更があった場合はその都度提出すること。 

（１）座席の配置や物品の配置 

（２）個人情報等の書類を取り扱う範囲 

（３）施錠可能な箇所 

（４）執務スペースの面積 
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7. 業務範囲
  札幌市が委託する業務の詳細については、別紙 1「令和４～６年度札幌市子ども・

子育て支援事務センター委託事業概要」別紙 2「令和４～６年度委託工程表」を確認

すること。また、令和４年度以降の追加事業の内容は、企画提案の結果等によって札

幌市と受託者で協議のうえ決定すること。なお、令和４年度以降の追加事業は、下記

のとおり。 

  ＜令和４年度追加事業＞ 

（別紙 1「令和４～６年度札幌市子ども・子育て支援事務センター委託事業概要」及

び別紙 2「令和４～６年度委託工程表」の項番を記載） 

 ・ ３ 施設等利用給付認定の世帯状況調査……項番 11 

 ・ 18 施設型給付……項番１～10 

 ・ 20 補足給付（教材等）……項番１～５ 

 ・ 21 施設等利用給付の代理受領……項番１～７、９、11～15、17、19～23、25、

27～31、33、35～39、41 

  ＜追加業務として受託可能な場合にご提案いただく事業＞ 

（別紙 1「令和４～６年度札幌市子ども・子育て支援事務センター委託事業概要」

及び別紙 2「令和４～６年度委託工程表」の項番を記載） 

 ・ 10 教育保育給付認定の世帯状況調査……項番 11～12、16～17、19 

 ・ 19 時間外保育（補助金）……項番１～７ 

8. 運営体制
  受託者は、業務全体を統括し札幌市と連絡・調整等を行う業務責任者を１名配置す

ること。業務責任者は、以下に記載する業務を実施すること。  

(１) 札幌市との連絡調整  

(２) 各種報告書等の提出  

(３) 業務従事者の適正な配置  

(４) 業務従事者に対する指揮・監督  

(５) 業務従事者に対する指導及び教育  

(６) トラブル発生時における対応、報告  

(７) その他本業務に関すること 

「業務責任者」は、原則として受託者において直接雇用するほか、自治体等におけ

る委託業務を集約した事務センターの管理・運営業務などについて、業務責任者と

して通算１年以上の経験を有する者とし、事業開始時までに、当該経験を証明でき

るものを本市に提出するものとする。

9. 備品等
  受託者の負担において確保すること。ただし、業務の履行において発生する市民や

施設への発送物については、日本郵便株式会社において料金後納郵便とすることがで

きる郵送費は一部を除き、本市が負担する。料金後納郵便で受託者の負担とするもの

については、別紙１「令和４～６年度札幌市子ども・子育て支援事務センター委託事

業概要」を確認すること。 
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10. 情報の管理について
受託者は、「個人情報の保護に関する法律」、「札幌市個人情報保護条例」、「行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」、「札幌市個人番号

利用条例」及び「札幌市情報セキュリティポリシー」を遵守して業務を行うこと。 

なお、特定個人情報を扱う措置及び対策については、別紙「特定個人情報等取扱安

全管理基準」に詳細が定められているため、全てを必ず実施すること。 

受託者は、事務センター外部から到着する郵便物について、到着状況を検証可能

な状況にすること。 

11. その他の留意事項及び引継ぎについて
（１）事務センターの設置運営について 

 他の自治体で同様の業務の受託運用実績がある場合は、そのノウハウや課題対応を

どのように活かすことができるか示すこと。 

（２）業務の履行準備について 

受託者は、契約締結後から業務開始までの間に、運営方法や業務従事者への研修

等について、業務開始日から円滑に運営できるようなスケジュールを示すこと。 

（３）受託者が変更となった場合① 

４に示す契約期間満了後に受託者が変更となった場合、変更後の業務の円滑な運

営のため、新たな受託者への引継ぎ業務を行うこと。引継ぎに必要な業務等は別途

札幌市と協議し決定すること。 

（４）受託者が変更となった場合② 

事務センターでの業務において使用する施設や市民向け等の対外的に公表してい

る電話番号については、４に示す契約期間満了後に受託者が変更となった場合に電話

番号も変更となる可能性がある。その場合、誤った入電がくることを想定し、本業務

の受託終了後１カ月間、自動応答の機能を利用する等して、次の受託先の電話番号を

アナウンスできる体制をとること。アナウンスする新しい電話番号は、別途札幌市が

指定する。 

（５）受託者が変更となった場合③ 

４に示す契約期間満了後に受託者が変更となった場合の郵送物については、契約終

了後にも郵送物が誤って到着することを考慮し、郵便局へ転送届を出す等の対応をと

り、次の受託先に郵送物が届く体制をとること。転送先となる新しい住所は、別途札

幌市が指定する。 

（６）業務改善及び品質向上

受託者は、業務改善や品質向上のために、適宜業務履行上の課題・問題点を整理し、

より一層効率的・効果的かつ正確な業務履行方法などを検討のうえ、札幌市に対して

改善策を定期的に提案していくこと。また、実施可能な改善策については、札幌市と

協議のうえ適宜取り組み、その効果などについて報告すること。
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12.  環境への配慮について
  本業務においては、札幌市の環境マネジメントシステムに準じ、環境負荷低減に努 

めること。 

（１）電気、水道、油、ガス等の使用にあたっては、極力節約に努めること。 

（２）ごみ減量及びリサイクルに努めること。 

（３）両面コピーの徹底やミスコピーを減らすことで、紙の使用量を減らすよう努

めること。 

（４）業務に係る用品等は札幌市グリーン購入ガイドラインに従い、極力ガイドラ

イン指定品を使用すること。 

（５）業務に係る従業員に対し、札幌市環境方針の理解及び業務と環境の関連につ

いて自覚を持つような研修を行うこと。 

13.  その他
（１）本業務により得られたデータ及び成果品は、札幌市に帰属するものとし、札幌

市の求めに応じて速やかに提供すること。また当該データ等は札幌市の許可なく

他に使用あるいは公表してはならない。 

（２）本業務の遂行に当たっては、委託者である札幌市と連携を密にして作業を進め、

疑義が生じた場合は、札幌市と受託者双方が協議をして、これを処理すること。

また、札幌市から協議の要請があった際は、速やかに協議に応じること。 

（３）著作権、肖像権等、他の人・団体等の権利を侵害しないよう十分留意すること。 

（４）本業務の遂行に当たり知り得た一切の事項について、外部への漏洩がないよう

に注意すること。また、委託者である札幌市が提供する資料等を第三者に提供し

たり、目的以外に使用しないこと。 

（５）本業務の遂行に当たってクレームが発生した場合については、迅速かつ誠実な

対応を行うとともに、札幌市に報告すること。また、対応できないクレームにつ

いては、迅速に札幌市へ報告し対応を協議すること。 

（６）この仕様書に定めのない事項については、委託者、受託者双方が協議のうえ決

定する。 

14.  本件に係る問い合わせ先 
札幌市子ども未来局子育て支援部施設運営課     

担当：畑下(ハタシタ) 中村（ナカムラ） 

電話：011-211-2986 


